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  この論文の目的は，1992 年と 2007 年に同一質問票で調査されたデータを用いて，労働組合の経
済効果と未組織労働者の態度の変化を分析することにある．分析の結果，以下のような変化が浮き
彫りとなった． 




効果はみられない． 第３に， 男性の未組織労働者の間で組合の組織化支持が高まっている． ただし，
女性の未組織労働者の組織化支持の上昇は男性に比べてわずかである．しかも，職場に発言型従業
員組織が存在すると，女性の組合への支持はほぼ代替されてしまう． 
                                                 
* 本稿の作成に当たり，内閣府「平成 19 年度年次経済財政報告」作成に当たって利用した調査デー
タ（2007 年実施）を用いた．また，日本版総合社会調査（JGSS）データは，東京大学社会科学研究





個人的意見であって，内閣府および厚生労働省の公式見解を示すものではない．   1
１．はじめに 
 
今では古典としての地位を確立した Freeman and Medoff(1984) What Do Unions Do?
は，次の文章で分析をはじめている． 「労働組合は，近代的資本主義社会における労働
者の主要な制度である．   アダム・スミスの時代以降， 200 年以上にわたり， 経済学者，
その他の社会科学者，労組活動家，実務家，女性たちは，組合の社会的効果をめぐっ
て論争してきた．しかし，長きにわたる論争にもかかわらず，次の問題についての一
致した答えは現れなかった――労働組合は何をしているのか（What Do Unions Do?)． 」
(p.3) 
Freeman and Medoff(1984)は，さきの問題に関して一貫した解答を与えることに成功




























  2.1  先行研究の展望 
   2








  この結果は２つの可能性を示唆しているように思う．ひとつは，Blanchflower and 
Bryson(2007)がアメリカに関して確認しているように，労働組合の賃金効果は反循環
的に（つまり不況期には大きく，好況期には小さくなるように）運動しているという
可能性である． ただし， 日本では 1990 年代後半期に組合賃金プレミアムに関する実証
研究がほとんど行われなかったために，この可能性の当否を判断することはむずかし




   
  労働組合の発言効果 




















































ある（都留(2002), Tsuru and Morishima (1999)） ．その存在は未組織労働者の組織化支持
にどのような影響を与えるのかは興味ある分析課題である． 
 




















玉）に居住する 18 歳から 59 歳の男女 2,800 人（住民基本台帳からの層化２段階無作
為抽出） であり， このうちの雇用者 1,736 人を調査対象とした． 1,104 人が調査に応じ，




に居住する 18 歳から 59 歳の男女 5,000 人（株式会社インテージの郵送調査モニター
登録者からの無作為抽出）である．このうち，4,371 人が調査に応じ，回収率は 87.4％









の各変数の要約統計量は，表 3 の通りである．なお，労使協議機関の存在は 92 年調
査では質問していない． 
                                                 
1  この方法を日本のデータではじめて応用したのは，Hara and Kawaguchi(2008)である． 
2  ただし，野田(2004)(2005)が行っている雇用調整に対する労働組合の効果は，使用データの制約上
分析できない． 
3  2007 年の労働組合組織率を，厚生労働省「労働組合基礎調査報告」 ，総務省「労働力調査」およ
び「事業所・企業統計調査」を基に地域別に推計すると，首都圏（東京，神奈川，千葉，埼玉）で











なぜ 1992 年と 2007 年とで異なる結果となったのだろうか．これを探るために，
DiNardo, Fortin, and Limieux（1996）の方法による仮想現実カーネル密度推定により，
次の２つの比較を行おう．ひとつは，1992 年と 2007 年に組合員の属性をもつ労働者
（常用労働者に限定）が組合部門で働いたときの賃金分布（現実）と無組合部門で働
いたときの賃金分布（仮想現実）との比較（図１～２）である．いまひとつは組合部
門・無組合部門で 2007 年の属性をもつ労働者が 2007 年に働いたときの賃金分布（現
実）と 1992 年に働いたときの賃金分布（仮想現実）との比較（図３～４）である． 
 ま ず 図１にみるように，1992 年には，男性の組合員が無組合部門で働いたときの賃











  次に，組合部門・無組合部門で 2007 年の属性をもつ労働者が 1992 年に働いたとき
の賃金分布（仮想現実）と 2007 年に働いたときの賃金分布（現実）との比較を行って
                                                 











ルでは男女で賃金構造が同じだと仮定する根拠は乏しいと考える．   6





  以上から， 2007 年に男性に関して正で有意の組合賃金プレミアムが計測されたのは，
次の背景のゆえと思われる．まず第１に，2007 年に組合部門での賃金分布が無組合部
















  以上から，男性の無組合部門と比べて組合部門では，2000 年と比べて 2005 年に賃
金上昇が果たされた（そして無組合部門ではそうした上昇はなかった）のに対し，女
性の無組合部門では，2000 年と比べて 05 年に組合部門に近い賃金上の改善を果たし

























2007 年には， 男性に関して， 組合は転職希望を抑制し， 仕事不満足度を低めている （た
だし，10％水準では有意ではない） ．しかし，2007 年の女性に関しては，そうした組
合の影響は認められない．このように，労働組合の発言効果は，1992 年にはみられな


























                                                 
8  ハラスメントを例外として，未組織労働者が不満を表明しない比率が組織労働者よりも高まって
いる点が注目される．とりわけ，賃金水準と福利厚生については 50％近くの従業員が発言しなくな
























組合の交渉力の発揮とみる解釈である．1992 年から 2007 年にかけての長期不況の中
で無組合企業ではほとんど賃上げを実施せず，男性の賃金分布を変えなかった．つま
り，労働組合が春闘で獲得した賃金上昇が無組合企業にスピルオーバーしなかった．
その結果， 有組合企業の男性の賃金は相対的に高まった． 他方， 女性に関しては， 1990


















   
  労働組合の発言効果 





















  未組織労働者の組織化支持 







された． この 「誰にもいわない」 をベース・アウトカムとした場合の多項ロジット分析を実行した．
すると， 「労働組合に相談する」の組合加入ダミーが正で有意だったのは，1992 年には男性（７事
項） ，女性（３事項）であり，2007 年には男性（７事項） ，女性（７事項）であった．他方， 「上司
を通じて経営側に伝える」の組合加入ダミーが負で有意だったのは，1992 年には男性（２事項） ，
女性（０事項）であり，2007 年には男性（２事項） ，女性（１事項）であった． 
10  労働組合の発言効果の男女差については，以上では十分に説明できていないため，今後の検討課
題としたい． 
































「労働組合は何をしてきたか」 という冒頭の問題に対する解答は以下の通りである．   







                                                 
11 厚生労働省（2008） 「平成 19 年労働組合基礎調査」   11
織が存在すると，女性の組合への支持はほぼ代替されてしまう． 




合賃金プレミアムが観察されている（Hara and Kawaguchi (2008)，仁田・篠崎(2008)） ．
この異同がなぜ生じるのかの解明も今後の研究課題である． 
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橘木･野田(1993) 1991年 全国企業質問紙調査689社 有意でない


























18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 合計
男性 3.2 27.7 32.3 21.9 15.0 100
女性 2.7 29.8 22.0 29.1 16.4 100
合計 3.0 28.5 28.1 24.8 15.6 100
男性 5.9 28.7 21.7 24.7 19.0 100
女性 5.9 26.4 21.3 26.2 20.3 100







18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 合計
男性 0.7 20.5 34.4 23.1 21.2 100
女性 0.3 22.6 29.5 22.4 25.3 100
合計 0.5 21.4 32.2 22.8 23.0 100
男性 1.7 21.6 28.9 23.4 24.3 100
女性 2.2 24.8 25.2 24.1 23.8 100

















     人口データは総務庁(1990)『国勢調査報告』よりとった．
標 本
母集団表3．要約統計量
サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
組合加入ダミー 1027 0.300 0.458 0 1 3329 0.281 0.450 0 1
発言型従業員組織ダミー 1027 0.055 0.227 0 1 3382 0.036 0.186 0 1
親睦型従業員組織ダミー 1027 0.127 0.333 0 1 3382 0.114 0.318 0 1
労使協議機関ダミー 2331 0.024 0.152 0 1
年間給与所得の自然対数 880 14.952 0.739 13.618 16.670 3270 14.972 0.714 13.651 16.649
男性ダミー 1027 0.589 0.492 0 1 3382 0.570 0.495 0 1
企業規模の自然対数 1001 5.504 2.516 0 9.031 3275 6.003 2.455 0 9.252
最終学歴
　　専門学校卒ダミー 1025 0.083 0.276 0 1 3367 0.130 0.336 0 1
　　高専･短大卒ダミー 1025 0.103 0.305 0 1 3367 0.124 0.329 0 1
　　大卒ダミー 1025 0.304 0.460 0 1 3367 0.436 0.496 0 1
学卒後の年数 1007 8.787 10.782 0 69 3189 10.025 10.637 0 41
フルタイム常用雇用ダミー 1027 0.763 0.425 0 1 3382 0.665 0.472 0 1
所定内労働時間 1020 37.232 10.066 0.800 98 3266 42.549 15.746 0 140
所定外労働時間 1027 2.848 5.317 0 38.3 3274 6.071 8.793 0 95
勤続年数 1024 8.342 8.626 0.083 45.25 3317 8.500 8.855 0 41.75
勤続年数の2乗/100 1024 1.439 2.729 0.000 20.476 3317 1.506 2.796 0 17.431
転職希望ダミー 990 0.212 0.409 0 1 3187 0.327 0.469 0 1
仕事に対する不満足度 1027 2.694 0.975 1 5 3375 3.104 1.098 1 5
賃金に対する不満足度 1027 3.056 1.062 1 5 3368 3.410 1.165 1 5
福利厚生に対する不満足度 939 2.962 1.031 1 5 3126 3.247 1.105 1 5
労働時間に対する不満足度 1026 2.782 1.111 1 5 3348 2.951 1.214 1 5
1992年 2007年表4．民間部門の組合賃金プレミアム（年間給与所得）
a,b
組合加入ダミー -0.039 -0.034 0.031 0.058 0.091 *** 0.089 *** 0.011 0.007
(0.039) (0.039) (0.067) (0.071) (0.021) (0.021) (0.034) (0.035)
企業規模の自然対数 0.014 * 0.009 0.021 ** 0.018 * 0.046 *** 0.045 *** 0.030 *** 0.032 ***
(0.008) (0.008) (0.010) (0.011) (0.004) (0.004) (0.005) (0.005)
最終学歴
　　専門学校卒ダミー 0.106 * 0.089 -0.044 -0.051 0.052 * 0.033 0.008 -0.001
(0.060) (0.059) (0.079) (0.082) (0.030) (0.030) (0.037) (0.037)
　　高専･短大卒ダミー 0.135 * 0.095 0.082 0.074 0.122 *** 0.091 ** 0.083 ** 0.057 *
(0.074) (0.075) (0.064) (0.067) (0.046) (0.046) (0.032) (0.032)
　　大卒ダミー 0.348 *** 0.327 *** 0.368 *** 0.323 *** 0.202 *** 0.172 *** 0.159 *** 0.136 ***
(0.036) (0.039) (0.076) (0.084) (0.022) (0.022) (0.034) (0.034)
学卒後の年数 0.016 *** 0.015 *** 0.002 0.002 0.011 *** 0.012 *** -0.004 *** -0.003 **
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
フルタイム常用雇用ダミー 0.429 *** 0.390 *** 0.654 *** 0.643 *** 0.465 *** 0.448 *** 0.606 *** 0.567 ***
(0.110) (0.109) (0.063) (0.065) (0.028) (0.028) (0.032) (0.032)
所定内労働時間 -0.003 -0.002 0.015 *** 0.016 *** 0.002 ** 0.002 ** 0.017 *** 0.017 ***
(0.002) (0.002) (0.003) (0.003) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
所定外労働時間 0.007 *** 0.006 ** 0.026 *** 0.023 ** 0.005 *** 0.004 ** -0.005 -0.006 *
(0.003) (0.002) (0.010) (0.010) (0.001) (0.001) (0.003) (0.003)
勤続年数 0.039 *** 0.040 *** 0.044 *** 0.041 *** 0.040 *** 0.041 *** 0.016 *** 0.017 ***
(0.005) (0.005) (0.013) (0.013) (0.003) (0.003) (0.005) (0.005)
勤続年数の2乗/100 -0.029 * -0.040 ** -0.082 -0.069 -0.055 *** -0.058 *** 0.000 -0.001
(0.016) (0.016) (0.060) (0.062) (0.009) (0.008) (0.018) (0.018)
職業ダミー No Yes No Yes No Yes No Yes
産業ダミー No Yes No Yes No Yes No Yes
定数項 14.364 14.587 13.202 12.949 13.990 13.921 13.432 13.371





           
***, 
**, 
* はそれぞれ 1%, 5%, 10% 水準で有意であることを示している．
 　    b　被説明変数が前年の年間給与所得であるため，勤続年数が1年以上の者について推定した．
1992年 2007年





























































1992年 2007年 1992年 2007年 1992年 2007年 1992年 2007年
賃金水準 21.9 30.0 32.5 42.9 19.0 39.1 38.2 47.5
福利厚生 25.0 26.6 40.2 45.9 17.9 33.7 45.0 50.1
労働時間･休日･休暇 23.2 22.9 30.2 36.5 17.9 26.5 33.7 33.4
雇用の安定 24.6 24.7 38.6 43.5 16.7 32.0 43.8 44.6
昇給･賞与などの査定 25.0 28.1 35.7 43.0 22.6 35.4 45.3 46.9
人事異動（出向･転籍を含む） 20.5 24.3 35.7 40.0 22.6 27.3 48.8 40.2
ハラスメント（いやがらせ） 32.6 19.5 42.8 32.3 15.5 11.7 37.0 21.8
(注) 回答者は次のように尋ねられた．「かりに，職場で以下のいずれかの事柄に不満をもったとき，
     あなたは以下のうちいずれの行動をとりますか．」表中の数字はこれらの問題領域について






組合加入ダミー 0.064  -0.093  *** -0.016  0.010  0.200  -0.115  -0.130  0.012 
(0.048) (0.031) (0.076) (0.047) (0.130) (0.072) (0.214) (0.100)
年間給与所得の自然対数 -0.003  -0.064  -0.045  -0.011  -0.601  *** -0.534  *** -0.070  -0.437  ***
(0.054) (0.040) (0.077) (0.045) (0.158) (0.088) (0.189) (0.091)
福利厚生に対する不満足度 0.067  *** 0.106  *** 0.154  *** 0.087  ***
(0.018) (0.012) (0.028) (0.016)
企業規模の自然対数 -0.012  -0.0003  0.004  -0.002  -0.064  ** -0.032  ** 0.031  0.025 
(0.010) (0.007) (0.013) (0.008) (0.028) (0.015) (0.033) (0.016)
その他の独立変数





     b 回答者が設問「この先1～2年で転職したいとお考えですか？」に「はい」と答えたときに1をとるダミー変数．
     c 次の設問に対する回答者の答え．「全体的に考えて，あなたは現在の労働条件にどの程度満足していますか．」
       1=非常に満足している：2=まあ満足している：3=どちらともいえない：4=やや不満足である：5=非常に不満足である．








































発言型従業員組織ダミー -0.027 -0.144 0.029 -0.003 -0.152 -0.399 **
(0.126) (0.196) (0.090) (0.094) (0.127) (0.093)
親睦型従業員組織ダミー -0.069 0.184 0.147 *** 0.117 ** -0.127 * -0.127
(0.089) (0.127) (0.050) (0.055) (0.070) (0.088)
賃金に対する不満足度 0.115 *** 0.033 0.070 *** 0.056 *** 0.079 *** 0.105 ***
(0.039) (0.052) (0.020) (0.022) (0.023) (0.028)
福利厚生に対する不満足度 0.046 0.092 * 0.085 *** 0.083 *** 0.056 ** 0.043
(0.042) (0.051) (0.021) (0.022) (0.026) (0.034)
労働時間に対する不満足度 0.014 0.023 0.003 0.006 0.012 0.020
(0.038) (0.051) (0.020) (0.021) (0.024) (0.030)
企業規模の自然対数 0.027 0.051 ** 0.048 *** 0.053 *** 0.051 *** 0.068 ***
(0.019) (0.024) (0.010) (0.012) (0.012) (0.016)
最終学歴
　　専門学校卒ダミー 0.133 -0.116 -0.049 -0.105 0.039 0.036
(0.123) (0.158) (0.069) (0.078) (0.080) (0.105)
　　高専･短大卒ダミー -0.067 -0.065 -0.028 -0.071 0.080 0.077
(0.179) (0.124) (0.104) (0.115) (0.070) (0.087)
　　大卒ダミー 0.136 0.120 0.029 0.011 0.154 ** 0.225 **
(0.085) (0.215) (0.053) (0.059) (0.072) (0.085)
学卒後の年数 0.006 -0.001 0.001 0.002 0.007 ** 0.007 *
(0.004) (0.005) (0.002) (0.003) (0.003) (0.004)
フルタイム常用雇用ダミー dropped 0.223 * 0.094 0.061 0.104 0.003
(0.118) (0.064) (0.077) (0.066) (0.089)
所定内労働時間 -0.004 -0.006 0.001 0.000 -0.004 0.002
(0.004) (0.006) (0.002) (0.003) (0.003) (0.004)
所定外労働時間 -0.005 -0.009 0.001 -0.0001 0.017 ** 0.014
(0.006) (0.019) (0.003) (0.003) (0.007) (0.009)
勤続年数 -0.006 -0.024 0.002 -0.0005 -0.006 -0.007
(0.012) (0.028) (0.007) (0.008) (0.013) (0.015)
勤続年数の2乗/100 0.028 0.042 -0.017 -0.015 0.036 0.045
(0.033) (0.132) (0.022) (0.023) (0.052) (0.059)
職業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes





         カッコ内の数字は標準誤差である．
***, 
**, 
* はそれぞれ 1%, 5%, 10% 水準で有意であることを
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1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006